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要約

災害時に避難所等で提供される食事について、自治体の備蓄食品が十分であるとは言えない状況の中、家庭備蓄の推進が重要で

ある。しかし、家庭で食品を備蓄する世帯は約半分の状況であり、より家庭備蓄を推進する必要がある。家庭備蓄の推進の手段として、

常備食品を活用したローリングストック法の啓発が実施されている。そこで、本研究では、埼玉県C市の食生活改善推進員32名を

対象に、家庭備蓄の啓発を行い、啓発前後の家庭備蓄に関する知識や備蓄状況の変化を検討した。啓発前後の質問紙調査の結果から、

ローリングストック法に関する知識が事前より事後の方が有意に増加した。その他、水や食料品の備蓄に関する知識も事後の方が

増加する傾向がみられた。また、啓発2週間後に増加がみられた常備食品は、即席めんや肉や魚などの主菜の缶詰・レトルト食品、

レトルトスープや乾物であった。

キーワード：家庭備蓄、ローリングストック法、非常食、食料備蓄

Summary 
　　　In the situation where the food stockpiles of local governments are not suffi  cient to provide meals at evacuation centers in 
the event of a disaster, it is important to promote stockpiling at home. However, only about half of households stockpile food at 
home, so it is necessary to further promote home stockpiling. As a means of promoting household stockpiling, awareness-raising 
activities are being conducted on the rolling stock method that utilizes reserve food. In this study, we conducted an educational 
campaign on household stockpiling for 32 dietary habit improvement promoters in City C, Saitama Prefecture, and examined 
changes in their knowledge and stockpiling status before and after the campaign. The results of the questionnaire survey before and 
after the awareness program showed that knowledge of the rolling stock method and household stockpiling increased signifi cantly 
more after the program than before. Knowledge of water and food stockpiling also tended to increase after the event. The foods that 
showed an increase after 2 weeks of awareness-raising were instant noodles, canned/retort foods of main dishes such as meat and 
fi sh, retort soups, and dried foods.
Keywords: household stockpile,rolling stock method, disaster food,Food storage

1．緒言

日本では近年、東日本大震災における地震・津波の被

害に加え、豪雨や大雪、竜巻などの災害が多発している。

これらの災害から命を守るためには、一人ひとりの災害

に対する備えが重要である。過去の例では、災害発生か

らライフラインの復旧まで 1週間以上かかるケースがほ

とんどであり、災害支援物資が届かないことや、スー

パーマーケットやコンビニエンスストアで食品が手に

入らないことが想定される 1)。また、自治体の災害時の

準備状況について、先行研究では、全国の市区町村で食

料と水を備蓄している自治体は 88.1%2) と多くの自治体

が備蓄をしているが、他の先行研究では、地域防災計画

等に記載する備蓄量を満たす自治体は、全体の 18.9% と

少ない現状が報告されている 3)。備蓄量を満たしていな

い理由として、「予算がない」や「保管場所がない」と

いったすぐには解決できない理由が多い 3)。このことか

ら、行政による公助のみに頼らず、国民一人ひとりが自

助として、家庭で最低でも 3 日分、できれば 1 週間分

の食品を家庭で備蓄しておくことが重要である 1)。しか

し、全国の家庭備蓄の状況は、令和元年国民健康・栄養

調査の結果では、災害時に備えて非常用食料を用意して

いる世帯の割合は 53.8%4) と約半数という結果になって

いる。また、一般家庭の食料の準備行動に関する先行研

究では、非常用食料を 3日分以上備蓄している世帯の割
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合は 21%5)、大学生を対象とした防災意識に関する先行

研究では、3 日分以上食料を備蓄している者の割合は約

30%6) であった。推奨されている家庭での食料備蓄量で

ある最低でも 3 日分、できれば 1 週間分の備蓄は、多く

の世帯において実施できていないと考えられる。

一方で備蓄食料は賞味期限があるため、普段の食事と

して利用する食品を備蓄食料として、使用した分を新し

く買い足し、常に一定量を備える方法であるローリング

ストック法について、農林水産省の「災害時に備えた食

品ストックガイド」7) 等で啓発されている。

これらのことから、地域住民に対する家庭備蓄の普及

啓発を行うことで、防災に関する自助意識を高め、家庭

備蓄を推進する必要があると考える。そこで本研究では、

地域住民の家庭における備蓄状況や、備蓄に対する知識

に関する現状を調査し、ローリングストック法を活用し

た啓発を実施する。そして、備蓄に関する啓発実施前後

の知識や備蓄状況の変化について検討することを目的と

した。

2．方法

（1）対象

埼玉県 C 市が主催する食生活改善推進員研修 ( 以下、

食改研修 )の参加者 32 名

（2）調査内容および調査方法

1）家庭備蓄に関する質問紙調査 (事前および事後 )

埼玉県 C 市が主催する食改研修の参加者 32 名に、無

記名自記式質問紙調査を実施した。事前調査は、2022

年 12 月 12 日食改研修当日に実施した。研修受付時に埼

玉県 C 市職員が参加者の個人が特定できないように ID

化した調査票を配布し、回収した。事前調査の項目は、

二項選択法で食料品の備蓄をしているか、被災経験の有

無、被災地でのボランティア経験の有無、主に炭水化物

の供給源である主食（米、即席麺、粉類、シリアル・オー

トミール等、お粥・雑炊、アルファ化米、パン缶）・主

にたんぱく質の供給源である主菜（肉や魚のおかず缶・

レトルト食品、肉や魚の冷凍食品、大豆製品、やわらか

おかず）・主にビタミンやミネラル、食物繊維の供給源

である副菜（根菜類、レトルトスープ、トマト・コーン缶、

乾物、冷凍野菜、野菜ジュース、やわらか野菜おかず）・

主にカルシウムの供給源である牛乳・乳製品（ロングラ

イフ牛乳、スキムミルク）・主にビタミン C、カリウム

などの供給源である果物（バナナ・みかん、缶詰、冷凍

果物、ドライフルーツ）別常備食品の有無、カセットコ

ンロの有無、紙皿・紙コップの有無について回答を得た。

また、多項選択法でローリングストック法を知っている

か、災害時に必要な水の量（飲用水、調理用水）、最低

の食備蓄日数、災害時に食材を使う順番、常備食品で

主食・主菜・副菜をそろえることができるかを作成した。

また、基本属性は多項選択法で性別、年代、職業、居住

形態、世帯構成について回答を得た。

事後調査の調査用紙は食改研修 (2022 年 12 月 12 日開

催 ) の終了から約 2 週間後の 12 月下旬に、埼玉県 C 市

職員が参加者の個人が特定できないように ID 化した調

査票を送付し、郵送にて回収した。事後調査の項目は、

事前調査の項目に加え、多項選択法で講座内容はわかり

やすかったか、講話を聞いて食品を常備しようと思った

かについて回答を得た。さらに、事前調査の常備食品の

有無の設問は、選択肢を「増えた」「減った」「変わらな

い」「常備なし」で回答を得た。

2）家庭備蓄普及のための啓発 (食改研修 )

埼玉県 C 市食改研修の参加者を対象に、「災害時の望

ましい食生活について」をテーマとした講話 (80 分 ) を

行った。講話内容は、災害発生時の栄養・食生活に関す

る問題や避難所等で提供される食事の状況、平常時の準

備に有効な方法としてローリングストック法や常備する

食品例、常備するときのポイント、食事に配慮が必要な

方の備え、災害時に食材を消費するポイント、常備食品

を用いた 3日分の献立例、食品以外に用意するものにつ

いて講話を行った。

（3）解析方法

埼玉県 C 市の食改研修に参加した 32 名の中から、事

前調査に回答のあった 32 名 (100%) の基本属性および家

庭備蓄の状況について基本集計を行った。また、啓発前

後の比較には、事前調査および事後調査の回答が得られ

た 24 名を解析対象とした。なお、事前および事後の調

査票は、埼玉県 C 市職員が個人名を特定できないよう

に ID 化したものを著者らが受け取り、集計解析を行っ

た。欠損値は分析ごとに除外した。また、ローリングス

トック法の知識について、「知っているし、実施してい

る」、「知っているが、実施していない」を知っている群、

「言葉は聞いたことがある」、「知らない」を知らない群

の 2 群に群分けした。主食・主菜・副菜がそろうかにつ

いて、「そろっている」、「まあまあそろっている」をそろっ

ている群、「あまりそろわない」、「そろわない」をそろっ

ていない群の 2 群にまとめた。また、備蓄に関する知識

である「飲料水の最低必要量」は「1L」を正解、「2L」、「3L」、

「4L 以上」を不正解とし、「調理用水の最低必要量」は「2L」

を正解、「1L」、「3L」、「4L 以上」を不正解とし、「食料

の最低必要日数」は「3日分」を正解、「1食分」、「1日分」、

「2日分」を不正解とし、「食材の消費順」は「冷凍食品」

を正解、「常温野菜」、「缶詰」、「乾麺」を不正解とした。

事前調査の食料品の備蓄をしているか（はい、いい

え）の２群と主食、主菜、副菜、牛乳・乳製品、果物別

の常備食品の有無についてクロス集計を行い、χ 2 検定

を行った。なお、期待度数が 5 未満が 20% 以上あった場

合は Fisher の正確確率検定を行い、有意水準を 5%（両

側検定）とした。

家庭備蓄に関する啓発の実施前後で、備蓄に関する知

識に関し、ローリングストック法（知っている群、知ら

ない群）、飲料水の最低必要量（正解、不正解）、調理用

水の最低必要量（正解、不正解）、食料の最低必要日数

（正解、不正解）、食材の消費順（正解、不正解）につい

てクロス集計を行った。また、備蓄に関する行動に関

し、食料品の備蓄（有、無）、常備食品から 1 人あたり

でまかなえる食数（9 食以上、9 食未満）、常備食品で主

食・主菜・副菜がそろうか（そろっている、そろわない）、

常備水量（9L 以上、9L 未満）、カセットコンロ（有、無）、

紙皿・紙コップ（有、無）についてクロス集計を行った。

啓発の実施前後の比較はマクネマー検定を行った。有意

水準は 5% とした (両側検定 )。

事後調査の食料品の備蓄をしているか（はい、いいえ）

の２群と主食、主菜、副菜、牛乳・乳製品、果物別の常

備食品が「増えた」、「減った」、「変わらない」、「常備な

し」の回答についてクロス集計を行い、χ 2 検定を行っ

た。なお、期待度数が 5 未満が 20% 以上あった場合は

Fisher の正確確率検定を行い、有意水準を 5%（両側検定）

とした。統計解析ソフトは IBM SPSS Statistics 27( 日

本アイ・ビー・エム株式会社 )を用いた。
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（4）倫理的配慮

質問紙調査の実施にあたっては、本事業を主催する埼

玉県 C市と調査対象者に対し、調査の目的および回答者

名は無記名とし特定されないこと、調査の目的以外には

使用しないこと、集計した結果のみを論文で公表する旨

を書面で説明し、回答をもって調査への同意とした。

3．結果

（1）家庭備蓄に関する質問紙調査の回収率 (事前および

事後 )

事前調査における回収率は 32 名 (100.0%) であった。

また、事後調査における回収率は、24 名 (75.0%) であっ

た。

1）回答者の基本属性（事前調査結果）(表 1)

事前調査回答者の基本属性を表 1 に示す。性別は「女

性」が 32 人 (100%) であった。年代は、「70 代」が最

も多く、23 人 (71.9%) であった。職業は、「専業主婦・

主夫」が最も多く 23 人 (71.9%) であった。居住形態は、

「自宅 ( 持ち家、マンション )」が 32 人 (100%) であっ

た。世帯構成は、「夫婦のみ世帯」が 11 人 (34.4%）、「1

世帯暮らし」が 10 人 (31.3%)、「２世帯暮らし」が 5人

(15.6%)、「一人暮らし」が4人(12.5%)、「二人以上暮らし」

が 2人 (6.3%) であった。

被災経験は「有り」が 1 人 (3.1%)、「なし」が 30 人 

(93.8%) であり、被災地でのボランティア経験は「あり」

が 4人 (12.5%)、「なし」が 26 人 (81.3%) と、被災経験、

被災地でのボランティア経験ともにほとんどの者が経験

無しであった。

2）調査対象者の食品区分別自宅の常備食品調査結果（事

前調査）(表 2)

事前調査で、食料品の備蓄をしているかに「はい」と

回答した者と「いいえ」と回答した者に群分けし、自宅

に常備している食品を、主食、主菜、副菜、牛乳・乳製品、

果物別に集計した結果を表 2に示す。食料品の備蓄の有

無別で常備食品に有意な差がみられたのは「野菜缶詰」

で、食料品の備蓄をしていると回答した者が備蓄をして

いないと回答した者より有意に「野菜缶詰」を常備する

者が多かった (p<0.05)。その他、有意差はみられなかっ

たが、主食の「お粥、雑炊」や主菜の「肉、魚の冷凍食

品」、果物の「ドライフルーツ」を常備する者は、食料

品の備蓄をしている者の方が多い傾向がみられた。また、

食料品の備蓄をしていないと回答した者の中でも多く

常備されていた食品は、主食は「米（90.9%）」、主菜は

「肉、魚の缶詰・レトルト食品（81.8%）」、副菜は「根菜

類（90.9%）」、果物は「果物（91.7%）」であった。

表 1　回答者の基本属性（事前調査結果）
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表 2　調査対象者の食品区分別自宅の常備食品調査結果（事前調査）
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3）家庭備蓄に関する啓発前後の備蓄に関する知識及び

行動の変化結果（表 3）

家庭備蓄に関する啓発の実施前後の質問紙調査で、備

蓄に関する知識や行動の変化を表 2に示す。ローリング

ストック法を「知っている群」は事前調査 5 人 (21.7%)

から事後調査 15 人（68.2%）と有意に増加した（p<0.01）。

また、飲料水、調理用水の最低必要量について「正解」

であった者は、それぞれ事前調査 6 人（26.1%）、6 人

（31.6%）から事後調査 10 人（43.5%）、 10 人（47.6%）

と有意な増加はみられなかったものの、増加する傾向が

みられた。

備蓄に関する行動について、食料品の備蓄「あり」と

回答した者は、事前調査 15 人（62.5%）から事後調査

19 人 (82.6%)、自宅にある常備食品から 1 人あたりでま

かなえる食数が「9 食以上 (3 日分 )」と答えた者は、事

前調査 8 人（42.1%）から、事後調査 15 人（65.2%）、常

備食品で主食・主菜・副菜がそろうかについて、「そろっ

ている群」は事前調査 13 人（65.0%）から事後調査 21

人（87.5%）と有意な増加はみられなかったものの、増

加する傾向がみられた。また、カセットコンロや紙皿・

紙コップは、それぞれ事前調査 19 人（79.2%）、18 人

（75.0%）よりも事後調査で備蓄「あり」と回答した者の

割合が 21 人（87.5%）、 21 人（87.5%）と増加する傾向

がみられた。

4）調査対象者の食品区分別自宅の常備食品調査結果（前

後比較）（表 4）

食料品の備蓄の有無別常備食品の変化を表 4 に示す。

家庭備蓄に関する啓発前後で、常備する食品が有意に増

えたのは、副菜の「レトルトスープ」で、食料品の備蓄

をしていると回答した者がしていないと回答した者より

有意にレトルトスープを常備する者が増えた（p<0.01）。

また、有意差はみられなかったが、主食の「米」や「即

席麺」、主菜の「やわらかおかず」、果物の「冷凍果物」

を常備する者は、食料品を備蓄をしていると回答した者

に多い傾向がみられた。

食料品の備蓄をしていないと回答した者の中に、家庭

備蓄に関する啓発後に「増えた」と回答した食品は、主

食の「パン缶」、主菜の「肉、魚の缶詰・レトルト食品」、

「肉、魚の冷凍食品」、「大豆製品の缶詰・レトルト食品」、

副菜の「野菜乾物」、「野菜ジュース」、「果物」であった。

表 3 家庭備蓄に関する啓発前後の備蓄に関する知識及び行動の変化結果
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表 4　調査対象者の食品区分別自宅の常備食品調査結果（前後比較）
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5）家庭備蓄に関する啓発（講座）内容の評価

講座内容の評価について表には示していないが、「分

かりやすかった」、「まあまあ分かりやすかった」と回答

した者が合わせて 95% 以上であった。講座を聞いて「備

蓄しようと思った」、「まあまあ思った」と回答した者が

合わせて 90% 以上であった。

4．考察

本調査では、埼玉県Ｃ市主催の食改研修の参加者を対

象に、家庭における食料品の備蓄状況や常備食品の内容、

備蓄に関する知識及び行動の現状を調査し、ローリング

ストック法を活用した家庭備蓄に関する啓発を行い、啓

発前後の比較を行った。

食料品の備蓄の有無別の常備食品の内容において、

食料品の備蓄「なし」と回答した者の中でも、常備し

ている食品の割合が多かった食品である米や肉や魚の

缶詰・レトルト食品、根菜類、海藻や切り干し大根等

の乾物野菜は、災害時においてもパッククッキングを

用いた調理に使用できる食材であり、家庭備蓄の啓発

において、これらの食品を含めて３日分の食料を常備

することや、これらの食品を使用した災害時の調理法

を啓発することが、食料品の備蓄をしていない又は

備蓄量が少ない家庭において有効であると考えられる。

一方で食料品の備蓄「なし」と回答した者が食料品の

備蓄「あり」と回答した者と比べ常備している食品の

割合が少なかった食品は、主食の「お粥・雑炊」、主菜

の「肉、魚の冷凍食品」、副菜の「野菜缶詰」や「冷凍

野菜」、「野菜ジュース」であった。特に、ビタミンや

ミネラル、食物繊維の供給源である副菜は、災害時の

応急救助で支給する自治体は少なく 2)、これまでの災害

現場でも、一定期間経過後も菓子パンやおにぎり等の主

食中心の食事や単一メニューの弁当提供等により野菜摂

取量の不足が生じ、便秘や口内炎の症状が現れるケース

が見られた 8) 9)。このことから、副菜を自助として家庭

で常備するおすすめ食品の普及啓発を行うことが、災害

時の食事における栄養バランスの確保に有効と考える。

事前調査の食料品備蓄について、食料品の備蓄をして

いる者の割合は 62.5% であり、令和元年度国民健康・栄

養調査の結果の 53.8%4) を上回る結果であった。さらに、

自宅にある常備食品から 1人あたりでまかなえる食数が

「9食以上 (3 日分 )」と答えた者は、事前調査で 42.1% と、

先行研究 5,6) の結果と比べ多い結果となった。これは自

ら災害に関する講座に参加している対象者であり、災害

や家庭備蓄について興味・関心が高い集団であったこと

が考えられる。

啓発前後での変化は、備蓄に関する知識として「ロー

リングストック法を知っているか」の項目で有意に増加

した。本研究で実施した講話は、ローリングストック法

に着目した内容であり、ローリングストック法の概要

については知識を身につけることができたと考えられ

る。しかし、その他の備蓄に関する知識・行動について

の項目では有意な増加はみられなかった。1 回の啓発で

あったことから知識や行動に大幅な変化が見られなかっ

たと考える。しかし「飲料水・調理用水の最低必要量を

知っている者」、「食材の消費順を知っている者」、「食料

品の備蓄をしている者」や「自宅にある常備食品から 1

人あたり 9食以上まかなえる者」、「常備食品で主食・主

菜・副菜がそろう者」、「食料以外の用具（カセットコン

ロ、紙皿・紙コップ）を常備している者」の割合は増加

傾向であるため、一部の対象者は啓発により、備蓄行動

に結び付いている可能性がある。啓発を継続して実施す

ることで、より知識や行動に変化が見られるのではない

かと考える。

講座内容の評価結果は、「わかりやすかった」、「まあ

まあわかりやすかった」と答えた者が 95.8% であったた

め、啓発の内容は対象者の年齢等に合致していたと推察

できる。備蓄意欲の向上に関する質問は無回答 (2 人 )

を除き、全員が「備蓄しようと思った」、「まあまあ思っ

た」と回答しているため、啓発内容は参加者に理解され

やすく、備蓄に関する啓発に適していたと考えられた。

5．研究の限界

今回の調査は、防災をテーマとした食改研修の参加者

を対象としているため、災害や家庭備蓄について関心が

高い集団の可能性が考えられる。また、ある特定の集団

の調査結果であり、全体への一般化には限界がある。ま

た、横断研究のため、本研究で実施した啓発の効果とは

言い切れない。
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